消費税率の引き上げ迫る

増税に伴う消費税の経過措置
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平成24年８月、「社会保障の安定財源の確保等を図る税制の抜本的な改革を行うための消費税法の一部を改正する等の法律」が成立、これにより、同26年４月１日に８％、同

27年10月１日に10％へ引き上げられることになりました。

　税率引き上げにより、その施行日の前後に行われた取引について「新旧どちらの税率が適用されるのか」という事が実務上で大きな問題となります。そこで、税率引き上げに伴う実務上の問題にケアするため、様々な経過措置が設けられました。

　消費税法の規定は、資産の譲渡や課税仕入れの時期について、原則として「引渡基準」という考え方をベースとしています。
　したがって、棚卸資産の販売や固定資産の譲渡などについては、その引渡日に売上げ（又は仕入れ）があったものとして認識します。また、物の引渡しを要する請負契約については「その目的物の全部を完成して相手に引き渡した日」、物の引渡を要しない請負契約については「約した役務の全部を完了した日」に売上げ（又は仕入れ）を認識します。

■主な取引に係る資産の譲渡等の時期

	取引
	資産の譲渡等の時期

	棚卸資産の譲渡
	その引渡しのあった日

	物の引渡しを要する請負
	その目的物の全部を完成して相手方に引き渡した日

	物の引渡しを要しない請負
	その約した役務の全部を完了した日

	不動産の仲介・斡旋
	原則：その売買等に係る契約の効力が発生した日

例外：その契約に係る取引の完了した日

	設計などの技術役務の提供
	原則：その約した役務の全部の提供を完了した日

例外：その支払を受けるべき報酬の額が確定した日

	固定資産の譲渡
	その引渡しのあった日。ただし、土地・建物等については、その譲渡に関する契約の効力発生日とすることもできる

	賃貸借契約に基づく使用料等
	その契約又は慣習によりその支払を受けるべき日。ただし、支払日が定められていないものは、支払いを受けた日



各種の取引について適用される税率は、原則として税率引き上げの施行日（平成26年４月１日）を境に切り替わります。そして、施行日前後における取引の税率は、原則として、前項で示した資産の譲渡等の時期（又は仕入れの時期）をベースに判断されます。
例えば、下図のように、８％税率の施行日である同26年４月１日以前に仕入れた商品を、施行日後に販売したケースでは、仕入れについては税率５％、販売については税率８％として処理しなければなりません。
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それでは、平成26年３月１日に、同日から１年間のコピー機械等のメンテナンス契約を締結するとともに、１年分のメンテナンス料を受領した場合、新旧どちらの税率が適用されるでしょうか。

[image: image2.emf]
役務の提供に係る資産の譲渡等の時期は、物の引渡しを要しないものについては「役務の全部を完了した日」です。そして、この例における「役務の全部を完了する日」とは、メンテナンス契約が終了する平成27年２月28日です。したがって、この取引は「施行日以後に行う課税資産の譲渡等」に該当し、原則として８％税率が適用されます。

ただし、１年分のメンテナンス料を契約時に収受することが慣行となっているのであれば、施行日の前日までに収益計上したものについて５％税率を適用して良いこととされています。

　各種の取引に適用される税率は、原則として施行日を境に切り替わります。しかし、契約締結から引渡しまでの期間が長い特定の取引については、引渡しまでに施行日を跨ぐことも想定されるため、一定の要件を満たす場合に限り例外的に旧税率を適用する経過措置が設けられています。
■経過措置の概要
	特定の取引に関して適用される経過措置
	· 工事の請負等の税率等に関する経過措置

· 資産の貸付けの税率等に関する経過措置

· 旅客運賃等の税率等に関する経過措置

· 電気料金等の税率等に関する経過措置

· 指定役務の提供の税率等に関する経過措置

· 予約販売に係る書籍等の税率等に関する経過措置

· 特定新聞等の税率等に関する経過措置

· 通信販売等の税率等に関する経過措置

· 有料老人ホーム（介護サービス）の税率等に関する経過措置

	基準期間における課税売上高等の計算に関する経過措置
	· 小規模事業者に係る納税義務の免除等に関する経過措置

· 課税売上割合等に関する経過措置

	資産の譲渡等の時期の特例に関して適用される経過措置
	· 長期割賦販売等に係る資産の譲渡等の時期の特例を受ける場合における税率等に関する経過措置

· 工事の請負に係る資産の譲渡等の時期の特例を受ける場合における税率等に関する経過措置

· 小規模事業者に係る資産の譲渡等の時期等の特例を受ける場合における税率等に関する経過措置

	税額控除等に関して適用される経過措置
	· 仕入れに係る対価の返還等を受けた場合の仕入れに係る消費税額の控除の特例に関する経過措置

· 納税義務の免除を受けないこととなった場合等の棚卸資産に係る消費税額の調整に関する経過措置

· 調整対象固定資産の範囲に関する経過措置

· 売上げに係る対価の返還等をした場合の消費税額の控除に関する経過措置

· 貸倒れに係る消費税額の控除等に関する経過措置

	その他の経過措置
	· 課税資産の譲渡等についての中間申告等に関する経過措置

· 国、地方公共団体等に対する特例に関する経過措置


　一覧表からも分かる通り、税率引き上げに伴って設けられた経過措置は多岐に渡ります。そのため、日々の税務処理に与える影響も大きく、また、場合によっては会社に損害が発生することも考えられますので、主な経過措置については必ずその内容を知っておく必要があります。


経過措置の中でも特に重要な「適用税率」に関するものについては、その適用要件の中で「指定日」という考え方が用いられています。
この指定日とは、①５％から８％への税率引き上げ時の経過措置の適用要件に関するもの、②８％から10％への税率引き上げ時の経過措置の適用要件に関するもの――の2つがあり、いずれも税率引き上げが実施される日（以下、施行日）の半年前の日とされています。①の指定日は平成25年10月1日、②の指定日は平成27年４月１日です。
	1 ８％への税率引き上げに対応する指定日（以下、「指定日」といいます）

　　⇒　平成25年10月1日

2 １０％への税率引き上げに対応する指定日（以下、「27年指定日」といいます）

　⇒　平成27年4月1日





工事の請負契約に関する売上げの計上時期は、原則として「工事の目的物を引き渡した時」とされていることは先に述べた通りです。しかし、工事の請負等においてはその契約期間が長期に渡り、その間に税率引き上げをまたぐ事も想定されます。
この時、契約当初の請負金額を修正することは難しく、原則通りの取扱いでは実務上の混乱が生じかねません。
そこで、施行日前に契約を締結した請負工事について、その目的物の引渡しが施行日以後となった場合でも、一定の要件を満たす場合には引き上げ前の税率が適用されます。

①５％経過措置

事業者が、平成８年10月１日から指定日の前日までに工事請負契約を締結し、施行日以後にその契約に係る目的物の引渡し等を行った場合には、その工事の請負等については５％税率が適用されます。

②８％経過措置
事業者が、「指定日」から「27年指定日」の前日までに工事請負契約を締結し、平成27年10月1日（以下、一部施行日）以後にその契約に係る目的物の引渡し等を行った場合には、その工事の請負等については8％税率が適用されます。

　工事の請負等の税率等に関する経過措置の適用要件は、次の3つです。
	（１）一定の要件を満たす工事、製造等の請負であること

（２）その請負に係る契約を指定日（又は27年指定日）の前日までに締結していること

（３）施行日（又は一部施行日）以後にその契約に係る目的物の引渡し等を行うこと


このうち特に注意しなければならないのは、その契約締結に係る基準日が施行日ではなく、その半年前である「指定日」であるということでしょう。
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指定日以前に締結した取引①については経過措置の適用が受けられるため税率は５％となります。しかし、指定日以後に締結した取引②については適用が受けられませんので、税率は８％となってしまいます。
　このように、あくまで請負契約を指定日の前日までに締結していなければ、この経過措置の適用を受けることはできないので注意が必要です。

　なお、上の図は税率８％への引き上げに関する経過措置の具体例を表したものですが、１０％への引き上げ時の経過措置についても考え方は同じです。


この経過措置の対象となる工事又は製造とは、基本的には日本標準産業分類上の「大分類Ｄ－建設業」に係る工事、「大分類Ｅ－製造業」に係る製造を指しますが、このほか一定の要件を満たす役務の提供に係る請負契約も含まれます。
また、本来この経過措置の対象とはならない建物の販売についても、その購入者が建物の内装・外装・設備の設置・構造などについて注文を付すことができる場合には、その建物の販売が経過措置の対象となります。

　このほか、たとえばソフトウェアの開発は、日本標準産業分類の「大分類Ｇ－情報通信業」に係る事業であり、「大分類Ｅ－製造業」に係る製造には含まれません。しかし、ソフトウェア開発の中には、その完成引渡しまでに長期間を要するものが実際に存在します。
　そこで、「工事又は製造の請負に係る契約に類する契約」として、次に掲げる請負契約のうち、後述の要件を満たすものに限り経過措置の対象となります。
■工事の請負に係る契約に類する契約の範囲

	① 測量、地質調査に係る契約

② 工事の施工に関する調査、企画、立案及び監理並びに設計に係る契約

③ 映画の制作に係る契約

④ ソフトウェアの開発に係る契約

⑤ その他の請負に係る契約（委任その他の請負に類する契約を含む）

⑥ 建物の譲渡に係る契約で、その建物の内装若しくは外装又は設備の設置若しくは構造について、その建物の譲渡を受ける者の注文に応じて建築される建物に係るもの


■工事の請負に係る契約に類する契約の要件

	1 仕事の完成に長期間を要すること

2 仕事の目的物の引渡しが一括して行われること

3 仕事の内容につき相手方の注文が付されていること


①の要件について、実際の仕事の完成までの期間の長短は問われません。また、③の要件については、注文の内容、注文の規模および対価の額の多寡は問われません。ただし、その請負契約自体が注文ありきの契約ですから、通常はこの要件についてもクリアできると考えられます。最も気を付けなければならないのが、②の要件です。例えば、１つの契約で同種の建設工事を多量に請け負った場合、基本的には経過措置の対象となりません。しかしながら、完成部分を引き渡した都度、その割合に応じて工事代金を収受する特約や慣習がある場合については、例外的に経過措置が適用されます。

　また、目的物の引渡しを要しない請負契約であっても、運送、設計、測量など、役務の全部が一括して完了するものについては経過措置の対象です。一方、期間極めのメンテナンス契約などについては、その役務の提供が不定期に行われるものであり、一括して提供されるものではありません。したがって②の要件を満たしていないことになります。

事業者がこの経過措置の適用を受ける場合には、その相手方に対して経過措置の適用を受けた旨を書面で通知することが義務付けられています。なお、この通知は請求書、納品書などに表示することでも認めらます。
■通知する内容

	1 通知をする事業者の氏名又は名称

2 経過措置の適用を受けた課税資産の譲渡等に係る資産又は役務の内容

3 適用を受けた経過措置に係る該当法条項

4 経過措置の適用を受けた課税資産の譲渡等の対価の額（ 消費税等の額を含む｡)

5 通知を受ける者の氏名又は名称



　経過措置の対象となる工事の請負金額について、指定日以後に変更が生じた場合、その変更内容によって取扱いが異なります。
①請負金額が増額または減額された場合

　工事では、資材の値上がり等を理由に請負金額が増額されることがあります。この場合、原契約にかかる請負金額と最終的な請負金額を比較し、原契約の請負金額を超える部分についてのみ経過措置が適用されません。

上記の例とは反対に、原契約から請負金額に減額が発生し、最終の請負金額が原契約の請負金額を超えない場合には、その最終の請負金額の全額が経過措置の対象となります。

②追加工事が発生した場合

　原工事の請負契約で定められていない追加工事が発生した場合、取引としては工事代金の増額が行われるだけで済みます。しかし、経過措置の適用に当たっては、追加工事を原工事とは別個の工事と考え、その追加工事ごとに経過措置の適用の可否を判断しなければなりません。したがって、追加工事契約が指定日の前日までに締結されたものであれば経過措置の対象となりますが、指定日以後の契約締結ならば対象とはなりません。



　リース期間中のリース料があらかじめ決められている契約では、そのリース期間中に消費税率が引き上げられると、リース料を引き上げるなどの対応を取ることができません。そこで、施行日前に契約を締結したリース契約について、一定の要件を満たす場合に限り、施行日以後のリース料についても旧税率が適用できる経過措置が設けられています。

①５％経過措置
事業者が、指定日の前日までに締結した資産の貸付契約に基づき、施行日前から引き続きその契約に係る資産の貸付けを行っている場合、その契約の内容が一定の要件に該当するときは、施行日以後に行うその資産の貸付けについては5％税率が適用されます。
②８％経過措置
事業者が、指定日から27年指定日の前日までに締結した資産の貸付契約に基づき、一部施行日前から引き続きその契約に係る資産の貸付けを行っている場合、その契約の内容が一定の要件に該当するときは、一部施行日以後に行うその資産の貸付けについては８％税率が適用されます。

資産の貸付けの税率等に関する経過措置の適用要件は次の通りです。
	1 その貸付けに係る契約を指定日（又は27年指定日）の前日までに締結していること

2 施行日（又は一部施行日）前から施行日（又は一部施行日）以後引き続きその契約に係る資産の貸付けが行われていること

3 資産の貸付期間及びその期間中の対価の額が契約において定められていること

4 次の（イ）又は（ロ）のいずれかをその内容とする契約であること

（イ）その事業者が事情の変更その他の理由によりその対価の額の変更を求めることができる旨の定めがないこと

（ロ）契約期間中に当事者の一方又は双方がいつでも解約の申入れをすることができる旨の定めがないこと、かつ、その貸付けに係る資産の取得価額の90％以上がその契約期間中に使用料として支払われること


　①の要件については、前章で取り上げた「工事の請負等の税率等に関する経過措置」と同様ですが、「資産の貸付けの税率等に関する経過措置」では、その貸付期間が施行日（又は一部施行日）を跨いでいることが要件となっています。そのため、指定日の前日までに契約を締結している場合であっても、何らかの理由で貸付資産の使用開始が施行日以後になってしまうと、経過措置の適用は受けられません。
　契約を締結した時期、貸付資産を使用開始した時期により、どの税率が適用になるのか整理したのが次の図です。
■資産の貸付契約に係る適用税率


①については、指定日の前日までに契約が締結されていることから、施行日以後は経過措置により5％税率が適用されます。

②については、指定日の前日までに契約が締結されているものの、その貸付開始が施行日以後であるため、施行日以後は5％経過措置の適用はありません。また、指定日から27年指定日の前日までの間に契約が締結されていないため、一部施行日以後は8％経過措置の適用もありません。

③については、指定日以後に契約が締結されているので5％経過措置の適用はなく、施行日以後は8％税率が適用されます。なお、施行日の前日までの貸付けについては5％税率が適用されます。また、指定日から27年指定日の前日までの間に契約が締結されていることから、一部施行日以後は8％経過措置の適用があります。

④及び⑤については、指定日から27年指定日の前日までの間に契約が締結されているため、一部施行日以後は8％経過措置の適用があります。

⑥については、27年指定日の前日までに契約が締結されているものの、その貸付開始が一部施行日以後であるため、一部施行日以後は8％経過措置の適用はありません｡

⑦については、27年指定日以後に契約が締結されていることから、一部施行日以後は8％経過措置の適用がなく、10％税率が適用されます。なお、一部施行日の前日までの貸付けについては8％税率が適用されます。

⑧及び⑨については、27年指定日以後に契約が締結されていることから、一部施行日以後は8％経過措置の適用はありません。


事業者が、指定日の前日までに締結した冠婚葬祭のための施設の提供などに係る契約に基づき、施行日以後にその契約に係る役務の提供を行った場合、その契約の内容が一定の要件に該当するときは、施行日以後に行うその役務の提供について旧税率が適用されます。ただし、指定日以後にその役務の提供の対価の額の変更が行われた場合は、この経過措置は適用されません。
■適用要件

	1 その役務の提供に係る契約を指定日（又は27年指定日）の前日までに締結していること

2 その役務の提供が施行日（又は一部施行日）以後に行われること

3 その契約の性質上、その役務の提供の時期をあらかじめ定めることができないものであること

4 指定役務の提供であること

5 その契約に係る役務の提供の対価の額が定められていること

6 その契約に事情の変更その他の理由によりその対価の額の変更を求めることができる旨の定めがないこと



通信販売により商品を販売する事業者が、指定日（又は27年指定日）前にその販売価格等の条件を提示した場合において、施行日（又は一部施行日）前にその申込みを受け、その提示した条件に従って施行日（又は一部施行日）以後に商品を販売するときは、その商品の販売については旧税率が適用されます。
■適用要件

	1 指定日（又は27年指定日） の前日までにその販売価格等の条件を提示し又は提示する準備を完了していること

2 施行日（又は一部施行日）） の前日までにその申込みを受けること

3 提示した条件に従って施行日（又は一部施行日） 以後に商品の販売が行われること

4 通信販売であること



　これまでに挙げた各種取引に関する経過措置以外にも、同様に税率の適用に関する経過措置が設けられています。次に掲げる取引については、税率引上げ後であっても５％税率が適用されます。
[image: image4.emf]
（国税庁発表資料「消費税法改正のお知らせ」より一部抜粋）
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